
令和６年岬町要綱第１７号

岬町農産物特産品化支援事業補助金交付要綱

制定：令和６年４月１５日

（総則）

第１条 本町内で栽培される農産物を活用した特産品開発支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付については、予算の範囲内において交付するものとし、岬町補助金等交付規則（平

成５年岬町規則第１０号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助の目的）

第２条 この補助金は、農業者の高齢化等による担い手不足や遊休農地が増加している現状を踏

まえ、本町内で栽培される農産物を活用し、ふるさと納税謝礼品の拡充、販路開拓などを促進

し、地域経済の活性化を図ることを目的とする。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の全てに該当

するものとする。

⑴ 本町内で農産物を生産する農業者又は農産物の特産品化に意欲のある個人若しくは団体

⑵ 本町が賦課する町税及び町税外収入金の滞納がないこと。

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団又は同法第２条第６号に規定する暴力団員若しくは岬町暴力団等の排除に

関する条例（平成２４年岬町条例第１８号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者でな

いこと。

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、ふるさと納税謝礼

品としての活用や販売を前提とした農産物の作付であって継続性の見込めるものとする。

（補助対象経費）

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する費

用のうち、次の各号に掲げる経費とする。

⑴ 農産物の生産に要する経費

⑵ 農産物等の生産に必要な知識や技能の習得に要する経費

⑶ 農産物の収穫に要する経費

⑷ 農産物の出荷に要する経費



⑸ その他町長が必要と認める経費

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、補助対象経費の１０分の１０以内とし、限度額は、２０万円とする。

（補助金の申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする団体等（以下「申請者」という。）は、原則として事業開

始の３０日前までに農産物特産品化支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の書類を添

えて町長に提出しなければならない。

⑴ 団体等の概要（様式第２号）

⑵ 農産物特産品化支援事業計画（様式第３号）

⑶ 同意書（様式第４号）

⑷ 誓約書（様式第５号）

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、農

産物特産品化支援事業補助金交付決定通知書（様式第６号）により申請者（以下、交付決定と

なった申請者を「補助事業者」といい、補助事業者が実施する事業を「補助事業」という。）に

通知するものとする。

３ 町長は、前項の規定による審査の結果、適当でないと認めるときは、農産物特産品化支援事

業補助金不交付決定通知書（様式第７号）により申請者に通知するものとする。

（事業計画の変更）

第８条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとするときは農産物特産品化支援事業計画

変更承認申請書（様式第８号）を、補助事業を中止又は廃止しようとするときは農産物特産品

化支援事業中止（廃止）承認申請書（様式第９号）を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、農

産物特産品化支援事業計画変更承認通知書（様式第１０号）又は農産物特産品化支援事業中止

（廃止）承認通知書（様式第１１号）により申請者に通知するものとする。

（補助事業の実績報告）

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに農産物特産品化支援事業補助金実

績報告書（様式第１２号）に次の書類を添えて、町長に提出しなければならない。

⑴ 農産物特産品化支援事業補助金実績書（様式第１３号）

⑵ 事業報告資料（事業成果及び写真等）

（補助金の額の確定）



第１０条 町長は、前条に規定する報告書の提出があったときは、その内容を審査し、必要に応

じて現地調査を実施し、補助事業に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、農産物特

産品化支援事業補助金確定通知書（様式第１４号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１１条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた者は、農産物特産品化支援事業補助金請

求書（様式第１５号）により補助金を町長に請求するものとする。

２ 町長は、前項の規定により請求があったときは、速やかに補助金を支払うものとする。

（補助金の概算払い）

第１２条 町長は、事業執行のために必要があると認めたときは、概算払いをすることができる。

２ 補助事業者は、補助金の概算払いを受けようとするときは、農産物特産品化支援事業補助金

概算払請求書（様式第１６号）を町長に提出しなければならない。

３ 町長は、前項の規定により請求があったときは、速やかに補助金を支払うものとする。

（決定の取消し等）

第１３条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付

の決定全部又はその一部を取り消し、又は補助金を既に交付している場合は、その全部又は一

部の返還を命ずることができる。

⑴ 対象事業を中止又は廃止したとき。

⑵ 補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に違反したとき。

⑶ その他の不正の行為があったとき。

（証拠書類の保存）

第１４条 補助事業者は、補助対象事業に係る帳簿その他証拠書類を整理するとともに、補助金

の交付を受けた日の属する年度から５年間保存しなければならない。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、公布の日から施行し、令和６年４月１日より適用する。

（要綱の失効等）

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、補助金の返還等の必要が

生じた場合の手続きに関する規定については、同日以降もなおその効力を有する。


